
主 な 補 正 項 目
(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

1 経済 公共事業 2,855,300 ○道路の待避所や防護柵設置、河川の護 農林水産部

対策 岸整備等、安全安心対策などを実施 土 木 部

①県単公共 2,294,200

・道路（待避所設置、防護柵設置、

歩道整備等）

・河川（護岸整備・掘削等）

・農道、林道、路網整備

・漁港修繕 など

②維持修繕 561,100

・道路（側溝修繕・融雪装置の更新等）

・河川（草竹木類除去等）など

2 経済 教育施設改善緊急対策 1,872,213 ○県立学校のバリアフリー化、耐震化、 教育委員会

対策 事業(バリアフリー化 大規模修繕を緊急的に実施 [教育施設課]

等) ①エレベーター設置、段差解消、多機

能トイレ設置等のバリアフリー化

②耐震補強設計27棟、耐震補強工事18

棟

③建築後概ね１５年以上経過した校舎

・体育館の屋根・外壁等を改修

3 経済 駐在所等整備事業 299,973 ○老朽化した交番、駐在所の改築を促進 警察本部

対策 ・交番１箇所、駐在所６カ所

・改築にあたっては、県産材や石州瓦

を使用



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

4 経済 農業大学校施設整備・ 318,780 ○Ｈ２４年度の有機農業専攻の新設に向 農林水産部

対策 修繕事業 けた実習施設整備や教育・生活環境改 [農業経営課]

善のための修繕工事等を実施

①有機農業専攻用の施設整備

・パイプハウス、堆肥舎、農機具など

②環境改善

・本館のエアコン整備、研修館の外壁

工事など

・飯南寮の改修、本校学生寮のエアコ

ン整備など

5 新規 森林病害虫等被害緊急 58,450 ○急激に拡大しているナラ枯れ被害木周 農林水産部

対策事業 辺の面的伐採や、松くい虫等の被害を ［森林整備課］

経済 受けて枯損し、倒木のおそれがある公

対策 共施設周辺の危険木の伐倒処理等の取

組を支援

①ナラ枯れ伐採

［伐採面積］２０８ha

［事業主体］素材生産業者等(チップ

製造企業等）

［補助単価］伐採 200千円／ha

アクセス道 1千円／m

②危険木処理

［実施規模］３１０㎥

［事業主体］市町村

［補助単価］30千円／㎥×１／２



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

6 新規 大規模稲作経営体緊急 30,000 ○Ｈ２３年度からの農業者戸別所得補償 農林水産部

支援事業 制度の本格実施に向けて、試行段階の ［農畜産振興課］

経済 米戸別所得補償モデル事業において、

対策 全国的に大幅な米価下落傾向の中、米

価下落に対する国補てん交付金の確実

な支払いが見通せないため、特に影響

の大きい大規模経営体を対象に、補て

ん交付金の交付不足に備えた助成枠を

措置

［助成対象］

水稲作付面積10ha以上の認定農業者、

特定農業法人

［補助額］

補てん金交付不足額の１／２

7 新規 宍道湖・中海水産資源 15,000 ○宍道湖・中海の水産資源の早急な回復 農林水産部

回復調査事業 と漁業の活性化に向けて、短期間での [水 産 課]

経済 資源回復効果が高い種苗放流や放流効

対策 果を高める付帯施設等を設置し、資源

量への影響に関する調査研究を実施

・種苗放流

（宍道湖）ワカサギ4千万粒

（中 海）ヨシエビ200万尾、アオ

テガニ20万尾

・採苗・中間育成施設の設置

・竹林礁設置

（宍道湖）300本×4か所

（中 海）70本×20か所

8 経済 産業技術センター技術 387,055 ○産業技術センターの設備機器の更新 商工労働部

対策 支援機能強化事業 ・農業技術センター加工研究部を隣接 [産業振興課]

する浜田技術センターに組織統合す

ることに伴う設備機器の整備

・老朽化等に伴う設備機器の更新



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

9 新規 県庁舎等へのＬＥＤ照 12,369 ○県における省エネルギー対策、地球温 総 務 部

明器具導入事業 暖化対策の推進及び県内産業の振興を [管 財 課]

経済 図るため、県庁舎の県民室等へＬＥＤ

対策 照明器具を導入

[設置箇所]

県庁舎 107台

合同庁舎 30台（6合庁×5）

※浜田合庁は設置済み



（単位：千円）

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

10 新規 住民生活に光をそそぐ 800,000 ○「住民生活に光をそそぐ交付金」を活

交付金事業 用し、消費者行政、ＤＶ対策等の弱者

経済 対策、知の地域づくりの事業を実施

対策 ［交付額］８億円

・うち４億円はＨ２２年度事業に活用

・残り４億円は地域活性化・経済対策

調整基金に積立て、Ｈ２３～２４年

度事業に活用

［Ｈ２２年度充当予定の主な事業］

・特別支援学校の備品整備 [特別支援教育室]

・ＤＶ等の被害者を一時保護する女性 [青少年家庭課]

相談センター一時保護所の環境整備

・不登校の児童・生徒への教育相談の [教委総務課]

充実を図るための整備

・犯罪被害防止用の防犯カメラ等整備 警 察 本 部

・農業技術センター、産業技術センタ [農林水産総務

ーの新たな技術等の開発に資する設 課]

備機器整備【一部再掲№8】 [産業振興課]

［Ｈ２３年度充当予定の主な事業］

・司書未配置の県立高校への嘱託司書 [高校教育課]

配置

・若年無業者（ニート等）の職業的自 [雇用政策課]

立の促進するため地域若者サポート

ステーション活動を拡充

・困難を有する子ども・若者支援に取 [青少年家庭課]

り組むモデル活動を支援

・障がい者の就労を通じた社会参加、 [障がい福祉課]

就労の定着を支援

・消費者問題の被害者の低年齢化や事 [環境生活総務

案の複雑化等に対し相談体制を充実 課]

・ＤＶ被害者の心理ケアのため、女性 [青少年家庭課]

相談センター西部分室（あすてらす）

へ心理士資格者を配置

・犯罪被害者へのサポート活動を拡充 警 察 本 部

・産業技術センターの地域産業の研究 [産業振興課]

開発機能強化による、ものづくり産

業支援の拡充 など



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

11 新規 平成２２年１２月３１日 332,000 ○大雪により被害を受けた農畜産施設 農林水産部

からの大雪による農畜産 や漁船の復旧などに対する支援 [農業経営課]

緊急 施設・漁船復旧対策事業 ※助成には、イオン１％クラブ等から [農畜産振興課]

対策 の大雪被害に対する寄附金を活用 [水 産 課]

［補助事業：平成22年度 大雪による農業災害復旧特別対策事業費補助金］

対 象 者 担 い 手（ 認定農業者、農業法人、集落営農組織など）

対象経費 農畜産施設等復旧費（パイプハウス・果樹棚の撤去・整備費、果樹

植栽費、畜舎・堆肥舎の撤去・整備費、附帯施設整備費）

・共済保険加入者 : 復旧経費から共済金を控除

・共済保険未加入者：復旧経費から共済保険に加入していた場合に支

払われる共済金を控除

補 助 率 市町村補助金の1/2以内（上限：事業費の1/3）

予 算 額 300,000千円

［融資事業：平成22年度 豪雪災害対策資金］

対 象 者 担 い 手

対 象 経 費 農畜産物の生産基盤などの施設・設備復旧費及び運転資金

融 資 枠 590,000千円

融 資 利 率 ０．５％ （ＪＡバンク島根による1.0％の支援後の利率）

償 還 期 間 施設等資金：１５年以内（据置３年以内）

運転資金 ：１０年以内（据置３年以内）

［補助事業：平成22年度 大雪による漁船災害復旧特別対策事業費補助金］

対 象 者 沈没・浸水により被災した漁船のエンジン・機器の復旧を行う

一定基準を満たす者

対象経費 漁業再開に必要な漁船のエンジン・機器(船体除く)を被災前と

同程度の性能に復旧する経費

・漁船保険加入者:復旧経費から漁船保険補償額を控除

・漁船保険未加入者：復旧経費から漁船保険掛金の３か年分相当額を

控除

補 助 率 県 1/3以内

予 算 額 32,000千円



(単位：千円）

NO 分類 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

12 新規 高病原性鳥インフルエ 10,000 ○高病原性鳥インフルエンザ発生の未然 農林水産部

ンザ防疫対策緊急支援 防止を図るため、養鶏農家等の緊急的 [食料安全推進課]

緊急 事業 な資材整備への支援

対策 ［整備内容］

防鳥ネット、動力噴霧機等の防疫

機器

［補助率］

・1OO羽以上の農家：国1/2、県1/3、

農家1/6

・100羽未満の飼養者：

県5/6、飼養者1/6

※H23当初予算で80,000千円を計上


